
７ 予算額等

712,790 693,005 297,109 285,119 415,681

737,400 701,970 296,105 270,174 441,295

独自財源から
の 収 入 額

56,010 56,372 56,010 56,372 0

運営費交付金 619,248 608,676 177,953 176,880 441,295

補 助 金 等 0 0 0 0 0

施 設 費 62,142 36,922 62,142 36,922 0

767,264 741,589 308,754 312,754 458,510

独自財源から
の 収 入 額

56,010 64,466 56,010 64,466 0

運営費交付金 635,586 603,768 177,076 174,933 458,510

補 助 金 等 0 0 0 0 0

施 設 費 75,668 73,355 75,668 73,355 0

724,963 684,979 286,853 274,098 438,110

独自財源から
の 収 入 額

56,010 55,765 56,010 55,765 0

運営費交付金 615,965 580,879 177,855 169,998 438,110

補 助 金 等 0 0 0 0 0

施 設 費 52,988 48,335 52,988 48,335 0

704,963 672,730 284,616 260,170 420,347

独自財源から
の 収 入 額

56,010 59,545 56,010 59,545 0

運営費交付金 595,965 561,147 175,618 148,587 420,347

補 助 金 等 0 0 0 0 0

施 設 費 52,988 52,038 52,988 52,038 0

678,111 635,357 302,839 275,318 375,272

独自財源から
の 収 入 額

56,010 46,382 56,010 46,382 0

運営費交付金 564,145 534,942 188,873 174,903 375,272

補 助 金 等 0 0 0 0 0

施 設 費 57,956 54,033 57,956 54,033 0

経　常　経事　業　経　費

予 算 額
予 算 額 決 算 額

予 算 額 決 算 額

移行前の組織の最終１年間

(平成　１２　年度)

13年度

14年度

15年度

備考
※　「予算額」の欄は決算報告書の支出予算額ベース、「決算額」の欄は決算報告書の支出決算額ベースで記載。
　　平成18、19年度欄は、旧農業・生物系特定産業技術研究機構と統合されたため削除している。

17年度

予算額・決算額

予算額・決算額

予算額・決算額

16年度

予算額・決算額

予算額・決算額



単位：千円

407,886

431,796

0

431,796

0

0

428,835

0

428,835

0

0

410,881

0

410,881

0

0

412,560

0

412,560

0

0

360,039

0

360,039

0

0

経　費

決 算 額



８ 資産・負債・資本
（１）資産 単位：千円

- - -

１３年度 2,865,535 75,300 0

１４年度 2,912,617 107,947 0

１５年度 2,974,555 130,794 0

１６年度 2,873,767 100,434 0

１７年度 2,865,450 112,524 0

（２）負債 単位：千円

政府保証
の有無

（３）資本 単位：千円

-

-

-

-

2,735,068

2,735,068

2,735,068

2,735,068

-

-

- -

積　　立　　金
種　　別

245,634 0

-

-

-

- - -

資 本 合 計 政 府 出 資 金

-

-

-

0

3,522

2,056

2,417

積立金

積立金

積立金

積立金2,726,538

2,728,921

2,689,986

2,686,079

１５年度

資　　　　　　　　産

土 地資 産 合 計 現金及び預金 有価証券

負 債 合 計

建    物

移行前の組織の最終１年間
(発足日前日)

移行前の組織の最終１年間

(発足日前日)

-

短 期 借 入 金

1,726,026

1,726,026

1,726,026

1,726,026

借　入　先

長　期　借　入　金

907,813

849,511

903,257

904,722

907,589

2,950積立金2,735,068

金　　額

-

1,726,026

負　　　　　　　　債

借　入　額

0

-

-

１５年度

0

１４年度

１７年度

１３年度 0

資　　　　　　　　本

179,456 0

１６年度

移行前の組織の最終１年間

(発足日前日)

１３年度

１４年度

１６年度

0222,631

備考
※１　貸借対照表に基づき記載。
※２　「移行前の組織の最終１年間」の欄については、独法移行前は企業会計でないため、資産・負債・資本と整理でき
　　　　ないため記載せず。
※３　平成１８年度欄は、旧農業・生物系特定産業技術研究機構と統合されたため削除している。

147,229 0 0

111,670 0 0

１７年度 2,753,779



９　現物出資・無償譲渡資産等
（１）現物出資された資産 単位：千円

資　産　名 金　　額 資　産　名 金　　額

土地 1,726,026 - 0

建物 897,344

構築物 111,697

土地 1,726,026 - 0

建物 842,015

構築物 101,221

土地 1,726,026 - 0

建物 803,381

構築物 95,360

土地 1,726,026 - 0

建物 765,982

構築物 89,537

土地 1,726,026 - 0

建物 729,346

構築物 84,330

土地 1,726,026

建物 693,513 - 0

構築物 77,569

（２）無償譲渡された資産 単位：千円

資　産　名 金　　額 資　産　名 金　　額

機械及び装置 2,020 電話加入権 1,440

車両運搬具 24,038

工具器具備品 3,198

機械及び装置 1,356 電話加入権 1,440

車両運搬具 17,107

工具器具備品 2,272

機械及び装置 1,050 電話加入権 1,440

車両運搬具 13,402

工具器具備品 1,387

機械及び装置 744 電話加入権 1,440

車両運搬具 10,751

工具器具備品 951

機械及び装置 587 電話加入権 1,440

車両運搬具 8,689

工具器具備品 718

機械及び装置 216 電話加入権 1,440

車両運搬具 2,674

工具器具備品 418

（３）土地、建物等の無償使用の提供を受けている有無
１３年度末 １４年度末 １５年度末 １６年度末

無 無 無 無

１５年度末

１３年度末

１７年度末

有　形　資　産
(土地、建物、構築物、器具など)

無　形　資　産
(ソフトウェア、電話加入権など)

有　形　資　産
(土地、建物、構築物、器具など)

無　形　資　産
(ソフトウェア、電話加入権など)

備　考
　※　平成18年度末欄は、旧農業・生物系特定産業技術研究機構と統合されたため削除している。

１４年度末

 発 足 時
(１３年　４月)に国か
ら現物出資された資産

１６年度末

 発 足 時
(１３年　４月)に国か
ら無償譲渡された資産

１５年度末

１６年度末

１３年度末

１４年度末

備　考
　※　平成18年度末欄は、旧農業・生物系特定産業技術研究機構と統合されたため削除している。

１７年度末

無

発足時(１３年４月)

無

備　考
　※　平成18年度末欄は、旧農業・生物系特定産業技術研究機構と統合されたため削除している。

１７年度末



１０　法定監査、任意監査の有無と監査法人名等
監査法人名 法定監査の義務なし

監査法人名 新日本監査法人

監査法人名 法定監査の義務なし

監査法人名 新日本監査法人

監査法人名 法定監査の義務なし

監査法人名 あずさ監査法人

監査法人名 法定監査の義務なし

監査法人名 あずさ監査法人

監査法人名 法定監査の義務なし

監査法人名 あずさ監査法人

（注）法定監査義務のない法人は、法定監査の監査法人名の欄にその旨を明記すること。

１１　収入及び支出に係る上位10位までの取引先の名称等　　　　　　　引き続き調査中

財務諸表（貸借対照表、損益計算書、利益の処分に関する書類（案）、キャッシュフロー計算書、
行政サービス実施コスト計算書、付属明細書）は法令に準拠しており、決算報告書は予算の区分に
従って作成されているものと認め、よって当該法人の財政状態は適正に表示されているものと認め
ます。

－

財務諸表（貸借対照表、損益計算書、利益の処分に関する書類（案）、キャッシュフロー計算書、
行政サービス実施コスト計算書、付属明細書）は法令に準拠しており、決算報告書は予算の区分に
従って作成されているものと認め、よって当該法人の財政状態は適正に表示されているものと認め
ます。

－

財務諸表（貸借対照表、損益計算書、利益の処分に関する書類（案）、キャッシュフロー計算書、
行政サービス実施コスト計算書、付属明細書）は法令に準拠しており、決算報告書は予算の区分に
従って作成されているものと認め、よって当該法人の財政状態は適正に表示されているものと認め
ます。

－

財務諸表（貸借対照表、損益計算書、利益の処分に関する書類（案）、キャッシュフロー計算書、
行政サービス実施コスト計算書、付属明細書）は法令に準拠しており、決算報告書は予算の区分に
従って作成されているものと認め、よって当該法人の財政状態は適正に表示されているものと認め
ます。

－

財務諸表（貸借対照表、損益計算書、利益の処分に関する書類（案）、キャッシュフロー計算書、
行政サービス実施コスト計算書、付属明細書）は法令に準拠しており、決算報告書は予算の区分に
従って作成されているものと認め、よって当該法人の財政状態は適正に表示されているものと認め
ます。

－

13年度

監査意見

監査意見

任
意
監
査

法
定
監
査

14年度

法
定
監
査

任
意
監
査

監査意見

法
定
監
査

監査意見

監査意見

監査意見

任
意
監
査

監査意見

任
意
監
査

監査意見

１２　関係法人(特定関連会社、関連会社、関連公益法人）に対する出資額、関係法人の売上額等
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　引き続き調査中

備　考
※　当該監査法人とは、独立行政法人会計基準に基づいた会計業務に関するコンサルタントとして契約を締結してい
　　るものであるため、監査意見欄には、決算におけるコンサルタントとしての意見を記載した。
　　平成18年度欄は、旧農業・生物系特定産業技術研究機構と統合されたため削除している。

15年度

法
定
監
査

監査意見

任
意
監
査

16年度

17年度

法
定
監
査

監査意見
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